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大城常夫教授略歴および業績一覧
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年月日 事項 発令官庁

学歴

昭和35年４月 琉球大学文理学部経済学科入学

昭和39年３月 同上卒業

昭和40年９月 アメリカ・コネチカット大学院経済学修士課程入学

昭和42年６月 同上修了(ＭＡ）

職歴

昭和39年４月 琉球銀行入行

昭和43年７月 同上退職

昭和43年４月
琉球大学非常勤講師（短期大学部）（43年度、４４年度１４５年度、
46年度）

琉球大学長

昭和43年８月 沖縄経済開発研究所入所

昭和46年９月 同上退職

昭和46年10月 琉球大学(法文学部経済学科)講師 琉球大学委員会

昭和48年４月 同上助教授 文部大臣

昭和48年４月
沖縄国際大学非常勤講師(昭和48年度、５０年度、５５年度、６０年度、
平成２年度、５年度、６年度、８年度、９年度、１０年度、１１年度、
12年度）

沖縄国際大学長

昭和49年４月
琉球大学短期大学部講師併任（49年度、
昭和59年度、６０年度、６１年度、６２年度
成７年度）

５０年度、５１年度、５２年度、
、６３年度、平成元年度、平

琉球大学短期大
学部学長

昭和49年11月 琉球大学付属図書館運営委員会委員（至51年10月） 琉球大学長

昭和52年４月 琉球大学付属図書館運営委員会委員（至54年月） 琉球大学長

昭和53年７月
文部省（内地）研究員（東京工業大学工学部社会工学科で地域研
究、至54年９月）

文部大臣

昭和58年４月 大学入試センター新教育課程教科専門委員会委員（至60年３月）
大学入試セ

所長

ンター

昭和58年５月 大学入試センター教科専門委員会委員（至59年３月）
大学入試セ

所長

ンター

平成元年２月 平成元年入学試験私費外国人留学生選考委員長 琉球大学長
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平成元年２月 平成元年入学試験私費外国人留学生選考委員長 琉球大学長

平成元年７月 琉球大学(法文学部)教授 文部大臣

平成３年３月
文部省在外研究員（イギリス・ケンブリッジ大学、地域学部で地
域政策研究、至４年１月）

文部大臣

平成４年４月 琉球大学評議員(平成６年３月31日まで） 文部大臣

平成６年８月
琉球大学大学院人文社会科学研究科（応用法学・社会科学専攻）
Ｍ③教授（地域開発論、地域開発特論演習）

文部大臣

平成７年４月
琉球大学大学院人文社会科学研究科（地域文化専攻）担当（地域
開発特論、地域開発特論演習、至現在）

文部大臣

平成７年６月 JICA国際センター（日本経済）講師
沖縄県国際交流

財団

平成８年７月 (放送大学学園）非常勤講師 放送大学学園

平成11年６月
リカレントコース講座非常勤講師（至11年10月）県教育委員会主
催、琉大共催

平成14年２月 琉球大学アジア太平洋島畷研究センター長（至16年１月） 琉球大学長

平成16年２月
琉球大学アジア太平洋島嘘研究センター長（至18年３月、平成1６
年３月辞職）

琉球大学長

平成16年４月 国立大学法人琉球大学教授アジア太平洋島喚研究センター（併任）
(至17年３月）

国立大学法人琉

球大学長

平成16年４月 国立大学法人琉球大学教育研究評議会評議員（至18年３月）
国立大学法人琉

球大学長

平成16年４月 国立大学法人琉球大学留学生センター長（至18年３月）
国立大学法人琉

球大学長

平成17年４月 観光科学科長（至18年３月） 国立大学法人琉
球大学長

平成17年８月 (放送大学学園）非常勤講師(至18年３月）
放送大学学園理
事長

平成18年４月 観光科学長（至19年３月）
国立大学法人琉

球大学長

平成19年３月 定年により退職国立大学法人琉球大学長

賞罰

平成３年度琉球大学永年勤続表彰

学会

昭和46年４月 日本地域学会会員(現在に至る）（平成３年～平成13年理事）

昭和49年４月 日本経済政策学会(現在に至る）（平成11年～13年理事）
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昭和55年4月 日本計画行政学会（昭和59年退会）

昭和62年4月 日本応用地域学会（現在に至る）

昭和５６年7月
沖縄経済学会会員(現在に至る)運営委員長(昭和５６年度)､副会長
(平成10～11年度)､会長(平成12年～13年)､理事(平成14年～現在）

学外委員

昭和48年12月 中小企業近代化審議会専門委員会委員（至53年２月） 通商産業大臣

昭和49年８月 公衆浴場入浴料金審議会委員（至昭和49年年８月） 沖縄県

昭和49年９月 ｢都市像の研究」プロジェクト」委員(主査)（至昭和50年３月）
沖縄経済開発研

究所

昭和51年10月 ｢沖縄農業を考える委員会」委員（至52年３月）
沖縄経済連・県

信連

昭和53年９月
｢広域市町村圏における総合的行政の展開のための方式と制度に

関する研究会」委員（至54年３月）

全国市長会・広

域市町村圏整備

推進協議会

昭和54年４月 南東文化研究所特別研究員（至56年３月） 沖縄国際大学

昭和54年９月 中小企業近代化審議会専門委員（至59年９月） 通商産業大臣

昭和55年２月 ｢大学誘致懇話会」委員（至56年２月） 名護市長

昭和55年６月 沖縄県振興開発審議会専門委員（至57年５月） 沖縄県知事

昭和55年６月 沖縄振興開発審議会専門委員（至56年７月） 内閣総理大臣

昭和55年７月
｢広域的視点からみた過疎対策のあり方に関する調査研究委員会」
委員（至56年３月）

全国町村会過疎
地域問題調査会

昭和55年10月 沖縄行財政研究会員（至56年３月） 自治省

昭和55年10月 北部モデル定住圏計画策定委員会委員（至56年３月） 沖縄県

昭和56年１月 名護市大学誘致委員会委員（至58年１月） 名護市長

昭和54年４月
沖縄国際大学南東文化研究所特別研究員（２年毎に任期更新して
現在に至る）

沖縄国際大学

昭和56年７月 沖縄県過疎地域振興方策調査委員会委員（至57年３月） 国土庁

昭和56年８月 沖縄県ローカルエネルギー事業化検討委員会委員（至57年３月） 沖縄県

昭和56年11月 ｢流動研究センター」研究員（至58年10月） 沖縄協会

昭和57年4月 沖縄県振興開発審議会専門委員（至59年４月） 沖縄県知事
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昭和58年５月 沖縄離島基本問題調査委員（至59年５月）
沖縄離島振興協
議会会長

昭和58年７月
｢公共事業が地域技術の進展に与える影響調査」（研究責任者、至
59年２月）

沖縄地域産業技

術振興協会

昭和58年９月 ｢嘉手納町商工会地域ビジョン」作成委員会委員(委員長、至59年
３月）

嘉手納商工会

昭和59年３月 沖縄県特定地域振興対策協議会委員（至61年３月） 沖縄県知事

昭和59年６月 離島．過疎基本問題調査委員（至61年６月）
離島振興協議会

長、県過疎地域

振興協議会長

昭和59年10月 浦添市市史編集委員会委員（至61年９月）
浦添市教育委員

会

昭和60年４月
過疎地域の特産品の開発・流通・市場の確保に関する調査研究委
員会委員（至61年３月）

(財）過疎地域

問題調査会

昭和61年５月 沖縄県生活幹線バス路線整備計画調査委員会委員（至62年３月）
国土開発技術研

究センター

昭和61年７月 那覇市高齢者問題懇話会委員（至62年３月） 那覇市長

昭和61年10月 浦添市史編集委員会委員（至63年９月）
浦添市教育委員

会

昭和62年９月 沖縄県生活幹線バス路線整備計画調査委員会委員63年３月）
国土開発技術研

究センター

昭和62年12月 商業活動調整委員会委員（至平成元年12月）
那覇商工会議所

会頭

昭和63年２月 中小企業近代化審議会専門委員（至68年２月） 通商産業大臣

昭和63年２月 沖縄市工業導入計画策定委員会委員（至63年３月） 沖縄市長

昭和63年７月 沖縄県産業雇用問題研究会委員（至平成２年３月） 沖縄県

昭和63年７月 むらおこし事業実行小委員会（観光振興）委員
国頭村商工会会
長

昭和63年８月 宜野湾市振興計画審議会委員（至平成２年７月） 宜野湾市長

昭和63年８月 沖縄県都市計画地方審議会委員（至平成２年８月） 沖縄県知事

昭和63年８月
小規模事業対策特別推進事業の地域問題に関する調査研究活動に

係わる'|､委員会委員（至平成元年３月）
沖縄県商工会連

合会会長

昭和63年９月 南西地域の産業活性化に関する調査研究」委員会委員（至平成２
年３月） (財)ＮＩＡＣ

平成元年７月 ｢新産業創出のための方策に関する調査研究委員会委員 (財)NIAC

平成元年１月 西原町工業導入計画策定委員会委員（委員長）（至２年３月） 西原町長

平成元年２月 今帰仁村行政改革審議委員 今帰仁村長
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平成元年５月 沖縄県産業振興基金事業審議会委員（至３年５月） 沖縄県知事

平成元年７月 沖縄本島中南部都市圏総合都市交通計画協議会委員（至２年３月）
沖縄県土木建設

部都市計画課

平成元年８月 沖縄振興開発審議会専門委員（至３年７月） 内閣総理大臣

平成元年10月 沖縄県内地方公共団体の行財政に関する調査委員会委員（至２年
３月）

(財)地方自治協
会

平成元年11月 地場産業振興新ビジョン策定委員会委員至（２年３月） 沖縄県

平成元年12月 商業活動調整協議会委員（至３年12月）
那覇商工会議所

会頭

平成２年２月 沖縄本島中南部都市圏総合都市交通計画協議会委員（至３年３月） 沖縄県

平成２年２月 中部広域市町村圏事務組合審議会委員（至４年２月）
中部広域市町村

圏事務組合

平成２年８月
新産業創出のための方策に関する調査研究委員会委員（至３年３
月）

(財)NIAC

平成２年９月 沖縄県都市計画地方審議会委員（至４年９月） 沖縄県知事

平成４年１月 沖縄国際大学産業総合研究所特別研究員 沖縄国際大学

平成５年３月 沖縄県土地開発審査会委員（至７年３月） 沖縄県

平成５年５月 那覇港輸入促進地域形成調査委員会委員（至７年３月）
(財)港湾空間高
度化センター

平成５年７月 沖縄振興開発審議会専門委員（至７年６月） 内閣総理大臣

平成５年９月 産業交流事業調査委員会委員（至６年３月） (財)NIAC

平成５年10月 企業導入促進対策調査委員会委員（至６年３月） (財)NIAC

平成５年10月 集団営農確立専門委員会（至６年３月）
沖縄農林漁業技

術開発協会

平成６年２月 沖縄県国土利用計画地方審議会委員（至９年２月） 沖縄県知事

平成６年11月 那覇港貿易振興拠点調査委員会委員（至７年３月）
(財）港湾空間

高度化サンター

平成６年９月 海外観光客誘致・受け入れ対策調査委員会委員（至７年３月）
沖縄ビジターズ

ビューロー会長

平成６年11月
具志)||火力発電所新設に伴う社会経済環境波及効果調査委員（至

7年３月）

(株）発電環境

緑化センター石

)||事務所

平成６年12月 宜野湾市工業導入計画策定委員会委員（至７年２月） 宜野湾市

平成７年３月 沖縄県土地開発審査委員会委員（至９年３月） 沖縄県
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平成７年７月 特定商業集積整備基本構想等作成調査委員（至８年３月） 宜野湾市

平成８年１月 大規模小売店舗深海特別委員（至10年１月）
沖縄総合事務局

長

平成８年６月 宜野湾市都市計画審議会委員（至10年５月） 宜野湾市長

平成８年10月 物流ビジョン構築検討委員会委員（委員長、至10年３月）
日本リサーチ総

合研究所

平成９年３月 沖縄県土地開発審査会委員（委員長、至11年３月） 沖縄県知事

平成９年５月 船舶クルーズ船を活用した沖縄振興の在り方に関する調査委員会
委員（至10年３月）

運輸経済研究セ
ンター

平成９年６月 商工会地域活性化対策推進委員会委員（委員長、至10年３月）
沖縄商工会連合

会

平成10年１月 西原町特別職報酬等審議会委員（至10年１月） 西原町

平成10年１月 大規模'1､完店舗審議会特別委員(至12年１月） 沖縄総合事務局

平成１０年２月 沖縄県国土利用計画地方審議会委員（至13年２月） 沖縄県

平成10年３月
久米島地域雇用開発プラン策定検討委員会委員（委員長、至11年
３月）

沖縄県雇用開発

協議会

平成10年12月
宜野湾市中心市街地活`性化基本計画策定委員会委員（委員長、至
11年３月）

宜野湾市長

平成10年12月 沖縄県における物流拠点整備ビジョンに関する調査委員会委員(委
員長、至11年３月）

運輸政策研究機

構

平成10年12月 沖縄産業振興・創業支援センター（仮称)建設検討委員会（至11年
３月）

(株)沖縄産業振
興センター

平成11年２月 宜野湾市都市計画審議会委員（至13年２月） 宜野湾市長

平成11年３月 沖縄振興開発審議会委員（至１３年３月） 内閣総理大臣

平成11年６月 沖縄県政策アドバイザリー会議委員（至13年６月） 沖縄県

平成11年８月 沖縄県の経済予測調査に係る委員（委員長、至12年３月） (財)NＩＡＣ

平成11年２月 宜野湾市都市計画審議会委員（至13年２月） 宜野湾市

平成12年５月 同（至14年４月） 宜野湾市

平成12年５月 ゆがふう塾教務委員（至14年３月）
中部広域市町村
圏事務組合

平成12年12月 ｢安全保障と基本問題」調査研究委員会委員（至13年３月） (財)ＮＩＡＣ

平成13年１月 宜野湾市西海岸マスタープラン策定事業策定委員会委員（至14年
３月）

宜野湾市長
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平成13年１月 西原町町有地管理処分計画検討委員会委員（委員長、至13年３月） 西原町長

平成13年１月 沖縄振興開発審議会委員（至15年３月） 内閣総理大臣

平成13年８月 ｢安全保障と基地問題）調査研究委員会委員（至14年３月） (財)ＮＩＡＣ

平成14年２月 中部広域市町村圏事務組合基本構想策定審議会委員（至16年２月）
中部広域市町村
圏事務組合

平成14年８月 国際貢献拠点形成調査委員会委員（委員長、至15年３月）
(財）ＮＩＡＣ

(県委託事業）

平成14年８月 沖縄県人づくり計画委員会委員（座長、至15年３月）
沖縄計画機構

(県委託事業）

平成14年８月 中南部都市圏基本構想．機能導入調査委員会委員（至15年３月）
野村総合研究所

沖縄計画研究所

平成14年８月 沖縄県行財政改革懇話会委員（会長、至17年８月） 沖縄県

平成14年９月 宜野湾市都市計画審議会委員（至16年９月） 宜野湾市長

平成14年11月
西原町東崎公園、東崎都市緑地基本計画検討委員会委員（委員長、
至16年３月）

西原町長

平成15年２月
健康長寿産業実践交流クラスター形成ビジョン策定検討委員会
(委員長、至16年３月）

具志)||市長

平成15年３月 サンライズぐしかわ基本計画検討委員会（委員長、至16年３月） 具志川市長

平成15年８月 ビジネスオンリーワン賞事業審査会委員（至16年３月）
(財)県産業振興
公社理事長

平成15年９月 沖縄の次世代成長産業の振興策に係る審査検討会委員（至16年３
月）

内閣府沖縄総合

事務局長

平成１６年２月 那覇空港活用方策検討委員会委員（至17年３月） (株)三菱総合研
究所

平成16年３月 宜野湾市振興計画審議会委員（至18年３月） 宜野湾市長

平成16年４月
土地開発公社西原支社土地購入資格者選定審議会委員（委員長、
至18年４月）

西原町長

平成16年９月
｢沖縄の次世代・成長産業の振興策について」に係わる審査検討
委員会委員（至17年３月）

内閣府沖縄総合
事務局

平成17年１月 宜野湾市都市計画審議会委員（至19年１月） 宜野湾市

平成17年８月
沖縄の次.世代成長産業の振興策に係る審査検討会委員（至18年３
月）

内閣府沖縄総合

事務局長

平成17年８月
｢ＯＫＩＮＡＷＡ型産業振興プロジェクト」中長期計画検討委員会
(委員長、至18年３月）

内閣府沖縄総合

事務局長

平成17年８月 沖縄県行政改革懇話会委員（会長、至20年８月） 沖縄県

平成17年10月 沖縄金融特区ワーキンググループ委員（至18年３月）
(株)野村総合研
究所
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平成17年10月 沖縄ビジネス大賞事業審査委員(委員長、至18年３月）
(財)沖縄県産業
振興公社理事長

平成17年12月
沖縄ベンチャー育成ファンドにおける「無限責任組合員」選考委
貝会委員（委員長、至18年３月）

(財)沖縄県産業
振興公社理事長

平成18年３月 開発建設部事業評価監視委員会委員（至19年３月） 沖縄総合事務局

平成18年８月 県立大学改革検討委員会委員（委員長、至19年３月） 県文化環境部

平成18年９月 沖縄県対米請求権事業調査委員会委員（委員長、至20年８月）
県対米請求権事

業協会

平成18年10月 沖縄ビジネス大賞事業審査委員会委員（委員長、至19年３月）
(財)県産業振興
公社理事長

平成18年11月
平成18年度｢沖縄県知的財産戦略推進事業｣検討委員会委員（委員
長、至19年３月）

(株)沖縄TLO
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発行年月日 著書・論文等の名称
掲載書名

(共著のときのみ共著と記載）

昭和60年４月

昭和62年９月

平成12年９月

昭和47年１月

昭和48年11月

昭和56年４月

昭和58年４月

昭和39年12月

昭和40年６月

昭和44年８月

昭和45年１月

昭和45年１月

昭和45年１月

昭和47年３月

昭和47年４月

昭和47年３月

昭和49年３月

昭和53年３月

(著書）

地域発展と組織化

特産品の流通革命

沖縄イニシアティブ_沖縄発・知的戦略

(訳書）

S､ＯＯｒｒ＆』.Ｂ､Oullingworth箸地域計画と都

市計画－その社会学的アプローチー

E､S・Mills著都市の経済学

(事く辞>典）

現代百科辞典（全六巻）

沖縄大百科辞典（全四巻）

(学術論文）

琉球経済と外資導入

物価と消費

自由貿易地域構想の検討

沖縄開発の基本的考え方

沖縄経済開発のフレーム

沖縄経済の現状と工業化問題

沖縄の心が開発の基本理念

生活枠再編の方向

アメリカの沖縄統治における経済政策のねらい

社会資本

戦後沖縄の農家分解

ひるぎ社

ぎようせい(共著）

ひるぎ社(共著）

鹿島研究所出版会(共訳）

住宅新報社(共訳）

ぎようせい(共著）

沖縄タイムス(共著）

琉球銀行『琉銀ニュース』

琉球銀行『琉銀ニュース』

沖縄経済開発研究所『当面する

開発課題-本格的開発の前提と

して』所収

沖縄経済開発研究所『沖縄経済』

沖縄経済開発研究所『沖縄経済』

沖縄経済開発研究所『沖縄経済』

『経済往来』

『経済評論』（共著）

経済企画協会『｢沖縄における

地域関連資料集』所収

沖縄開発庁『本土復帰による沖

縄経済の変動に関する調査報告』

所収

琉大法文学部『東南アジア文化

圏における沖縄の社会・文化に

つい
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昭和53年３月

昭和53年11月

昭和55年６月

昭和56年３月

昭和57年１月

昭和58年３月

昭和60年２月

昭和61年３月

昭和61年３月

昭和62年３月

昭和63年３月

平成２年３月

平成２年３月

平成２年10月

平成３年３月

平成６年３月

平成９年５月

農業労働力移動の経済分析

沖縄の過疎問題

土地利用

振興開発の沿革と課題

農村の市場経済化の過程

EconomicDevelopmentandChangesi、

TraditionalFarmin９ ｉｎOkinawa

｢地球の裏側でみた地域開発一沖縄の移民社会

に関連して－」

南米のウチナンチュ経営者論

沖縄県高齢者の生活実態

農村から都市へＩ、Ⅱ

特産品開発に行政の果たしている役割

沖縄県における戦前の経済計画

イベントと地域活性化一宮古島トライアスロン

の事例一

２１世紀の沖縄づくり、その視点をさぐる－第二

次振計の評価と第三次振計への提言

沖縄の地域経済の実態と開発施策

ニュービジネスの条件

過疎地域におけるノベーターとしての行政

ての総合的研究』（共著）

琉球大学法文学部紀要『経済研

究』１９号

日本地域学会『地域学研究』

沖縄開発庁『本土復帰による沖

縄社会・経済変動調査報告書』

所収

自治省、行財政研究会『沖縄行

財政調査報告書』所収

琉大法文学部紀要『経済研究』

ＮＩＲＡａｎｄＪＣＩＥ『Thelmportance

ofBypassedAreasinAsian

EconomicDevelopment』所収

(共著）

ひるぎ社、伊藤善市博士還暦記

念論文集『南からの発想』所収

琉球大学大法文学部地理学教室

『南米における沖縄県出身移民

に関する地理学的研究（Ⅱ）－

ボリビア、ブラジルー』所収

社会保険福祉協会『沖縄の医療

と健康と水準』所収

浦添市『浦添市史第７巻戦後の

浦添』所収

琉大法文学部紀要『経済研究』

35号

浦添市『浦添市史別巻統計・文

献目録。総索引』所収

南西地域産業活性化センター

｢月刊沖縄世論」第１号第１巻

南西地域産業活`性化センター

南西地域産業活性化センター

『産業交流事業報告書』所収

『地域創造の時代』（山里將晃

教授退官記念論文集）所収
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平成９年11月

平成11年３月

平成11年５月

平成12年６月

平成12年９月

平成13年３月

平成15年６月

平成17年３月

平成17年10月

(秋季号）

昭和52年

昭和55年

昭和56年６月

(15日～19日）

自立戦略としての国際都市形成構想の課題

沖縄の経済社会の枠組みの見通し

地域資源の見直しと２１世紀の新しい地域パラダ

イム

Ｔｏｗａｒｄａｎ『IOkinawalnitiative'１－APossible

RoleforOkinawainAsiaPacific

沖縄の再定義

沖縄経済と``沖縄イニシアティブ'，

２１世紀の沖縄イニシアティブ

``BaseConsolidation／ReductionＡｎｄ

EconomicSelf-Reliance
ブリ

沖縄振興計画の枠組みの再評価一自立経済構築

の新たな途を求めて

学会・シンポ・フォーラム発表

｢沖縄の過疎問題｣、

｢離島における雇用問題」

"EconomicDevelopmentandChangesi、

TraditionalFarminginOkinawa
l1

同文館『沖縄・自立の設計一南

方圏の時代に向けて－』所収

南西地域産業活性化センター

『沖縄県の経済予測調査報告書』

所収

『平成10年度地方拠点方ブロッ

ク研修会討議抄録』所収

JＣＩＥ『CommunityBuilding

inAsiaPacific』所収(共著）

宮城、植草、大城編著『沖縄経

済変革のダイナミズム、２１世紀：

アジア太平洋の中の日本そして

沖縄発展の方向をさぐる』所収

沖縄自治研修所『研修だより』

講演シリーズ第３号

藤原書店『琉球文化圏とは何か」

別冊『環』（６）所収

TheSigurCenterForAsian

Studies，TheGeorgeWashington

UniversityaｎｄＮＩＡＣ『The

OkinawaQuestionandU.S・－

JapanAlliance』所収

三重県政策開発センター『地域

政策』所収

日本地域学会第14回大会沖縄県

那覇市

日本計画行政学会第３回全国大

会（福岡大学）

ＯＫＩＮＡＷＡＳＹＭＰＯＳＩＵＭＯＮ

ＴＨＥＩＭＰＯＲＴＡＮＯＥＯＦＢＹ－

ＰＡＳＳＥＤＡＲＥＡＳＩＮＡＳＩＡＮ

ＥＯＯＮＯＭＩＣＤＥＶＥ－ＬＯＰＭＥＮ

Ｔ SponsoredbyADC・ＮＩＲＡ．
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昭和56年７月

(２８日～30日）

平成11年12月

(22日～23日）

平成12年３月

(１８日～20日）

平成12年３月

(25日～26日）

平成12年５月

(26日）

平成12年12月

(１１日～１２日）

平成13年12月

(８日）

平成14年３月

(１日）

``EconomicDevelopment，Urbanizationand

ChangeofTraditionalFarminginOkinawa，，

｢アジアの中の沖縄」

``Okinawa,sEconomicDevelopment-Past，

PresentandFuture-
Ｐ，

"ＰｌａｃｅｏｆＯｋｉｎａｗａｉｎＡｓｉａＰａｃｉｆｉｃ‐Ｔｏｗａｒｄ

anOkinawaInitiative：PossibleRolefor

OkinawainAsia-PacificRegion'，

ｂｙＫ・Takara,Ｔ・Oshiro，Ｍ・Maeshiro，

｢沖縄の再定義」

｢総合安全保障と沖縄の役割」

｢沖縄振興策の政治性」

｢地域社会が見る沖縄の現状」

ＪＣＩＥ，MiyakoHotel、Ｎａｈａ

ＯｋｉｎＦｌｗａ

ＴＨＥＦＡＲＥＡＳＴＥＲＮ

ＣＯＮＦＥＲＥＮＣＥＯＦＲＥＧＩＯＮＡＬ

ＤＥＶＥＬＯＰＭＥＮＴＳｐｏｎｓｏｒｅｄｂｙ

ＩＣＦ，TaipeiRepublicofchina，

上海国際問題研究所主催『第８

回東アジア地域国際シンポジウ

ム』中国上海市上海国際貴都大

飯店

SＥＣＯＮＤＡＮＮＵＡＬＥＡＳＴ

ＡＳＩＡＮＤＩＡＬＯＧＵＥ－

PＥＲＳＰＥＣＴＩＶＥＳＯＮＩＳＬＡＮＤ

CＵＬＴＵＲＥＳ－

TokaiUniversitｙ

Sponsoredby

PacificCenter

(Hawaii)，CrownPlazaHotel，

ChejuKorea，

ＡＳＩＡＰＡＣＩＦＩＣＡＧＥＮＤＡ

ＰＲＯＪＥＣＴＯＫＩＮＡＷＡＦＯＲＵＭ，

SponsoredbyJapanCenterfor

lnternationalExchange，Harboｒ

ViewHotelNaha,Okinawa，

日本経済政策学会『2000年・沖縄

特別国際シンポジウム』沖縄県．

ンペンションセンター。

東アジア地域国際シンポジウム運

営委員会主催『第９回東アジア地

域国際シンポジウム』（共著)那覇

市おきでんふれあいホール

アジア政経学会、万国津梁館

駐日欧州委員会代表部主催『日本一

ＥＵジャーナリスト会議』万国津

梁舘（２月26～３月１日）
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平成15年１月

(22日）

平成15年３月

(18日）

平成16年３月

(11日～12日）

昭和44年４月

昭和44年１１月

昭和45年６月

昭和45年７月

昭和45年７月

昭和46年６月

昭和47年２月

昭和49年４月

昭和50年10月

昭和52年７月

昭和54年３月

昭和54年３月

昭和54年３月

昭和54年３月

昭和55年10月

昭和56年３月

昭和56年３月

昭和56年３月

“

“

Ｂｕｉｌ ９ ＳｏｆｔＰｏｗｅｒｉｎＯｋｉｎａｗａ
”

｢グローバル化と島喚開発」

BaseConsolidation/ReductionandEconomic

Self-Reliance，,

(報告書）

沖縄経済の直面する問題一景気動向の要因分析

沖縄経済の自立に向かって_足固めのための基

本計画

ゾーニング計画の基本

沖縄県における過疎地域振興方策のあり方に関

する調査報告書

大那覇圏整備の基本計画一沖縄開発の戦略拠点

としての大那覇圏

具志川市総合開発調査研究報告

北部開発の基本構想

北部開発の基本計画構想（土地利用）

総合開発計画一基本構想

さとうきび生産についての意見書

沖縄の都市像

広域市町村圏における総合行政

過疎地域振興のための戦略に関する調査研究

小規模事業対策特別事業一地域問題に関する調

査研究活動報告書

糸満漁港背後地開発基本計画調査報告書

過疎調査報告書一長崎県上対馬町

過疎調査報告書一大分県耶馬渓町

広域的視点からみた過疎対策のあり方に関する

調査・研究

日本国際問題研究所『ＪＡＰＡＮ‐

ＡＳＥＡＮＷｏｒｋｓｈ

Ｓ

oｐ aｎｄＯpen

ymposium』沖縄コンベンショ

ンホール(21日～22日）

外務省、国際交流基金、沖縄県

主催『沖縄国際フォーラム』基

調講演、かりゆしアーパンリゾー

トホテル

『TheOkinawaQuestionand

Ｕ､Ｓ､‐JapanAlliance』Ｔｈｅ

Sｉgur CenterforAsian

Studies，GeorgeWashington

University、ＷＤＣＵ.Ｓ､Ａ、

沖縄経済開発研究所(共著）

沖縄経済開発研究所(共著）

琉球大学経済研究所(共著）

国土庁地方振興局(共著）

沖縄経済開発研究所(共著）

沖縄経済開発研究所(共著）

琉球大学経済研究所(共著）

琉球大学経済研究所(共著）

今帰仁村(共著）

沖縄農業を考える委員会(共著）

沖縄経済開発研究所(共著）

全国市長会・広域市町村圏推進

協議会(共著）

全国町村会(財)過疎地域問題調

査会(共著）

国頭村商工会(共著）

(株）ブランド研究所(共著）

沖縄県過疎地域振興協議会

沖縄県過疎地域振興協議会

全国過疎地域振興協議会過疎地

域問題調査会(共著）
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昭和56年３月

昭和57年３月

昭和57年３月

昭和57年３月

昭和57年３月

昭和58年３月

昭和58年３月

昭和58年３月

昭和59年３月

昭和59年３月

昭和59年３月

昭和60年３月

昭和60年３月

昭和60年３月

昭和61年３月

昭和62年３月

昭和63年３月

平成元年３月

平成元年３月

平成元年３月

平成２年３月

平成２年３月

平成10年３月

県土利用計画調査報告書

沖縄県地域エネルギー開発利用事業化可能性調

査報告書

過疎調査報告書一沖縄県国頭村、下地町

過疎調査報告書一宮崎県綾町、鹿児島県東町

沖縄県における過疎地域振興方策のあり方に関

する調査研究報告書

過疎調査報告書一長崎県芦辺町

過疎調査報告書一伊平屋村、渡嘉敷村

沖縄県観光情報ネットワークの整備拡充調査

高齢化の現状と将来展望一離島（伊是名村）

嘉手納町商工会地域ビジョン報告書

過疎調査報告書一岩手県沢内村、熊本県小ﾉ11町

沖縄県観光情報ネットワーク整備拡充調査

公共工事が地域技術の進展に与える影響調査一

公共工事が経済活動の主体である沖縄県の例

過疎調査報告書一広島県世羅町、香川県豊中村

やんばる市民大学の展望

過疎地域の特産品の開発、流通、市場の確保等

に関する調査報告書

明るく活力ある高齢化社会の創造のために(提言）

地域情報化方策検討事業(沖縄地域)報告書

さとうきび総合利用開発調査事業報告書

統計で見る浦添の移り変わり

北部・離島地域における観光振興について

むらおこし事業報告書（地域小規模事業活性化

推進事業）

産業振興のための研究機関における共同利用の

システムについて

地域活`性化の方向

沖縄県の中小企業者に影響を及ぼす規制緩和措

置

沖縄開発庁沖縄総合事務局(共著）

沖縄県観光商工部(共著）

沖縄県過疎地域振興協議会

沖縄県過疎地域振興協議会

国土庁地方振興局(共著）

沖縄県過疎地域振興協議会

沖縄県過疎地域振興協議会

沖縄協会(共著）

総合研究開発機構(ＮＩＲＡ）『高

齢化の現状と将来展望』所収(共

箸）

嘉手納町商工会

沖縄県過疎地域振興協議会

沖縄協会(共著）

地域産業技術協会(共著）

沖縄県過疎地域振興協議会

沖縄地域科学研究所(共著）

全国過疎地域振興連盟過疎地域

問題調査会(共著）

那覇市高齢者問題懇話会(共著）

ニューメディア協会、地域産業

技術協会(共著）

(社)沖縄県糖業振興協会(共著）

『浦添市史』第１巻通史編(共著）

沖縄商工会連合会(共著）

国頭村商工会(共著）

(財)ＮＩＡC(共著）

『おきなわ中小企業情報』所収

沖縄中小企業連合会『平成9年

度規制緩和措置に関する影響調

査報告書』（共著）



－２９－

平成12年２月

平成12年３月

平成15年３月

昭和61年11月

平成３年５月

平成５年４月

平成７年５月

平成10年２月

平成16年７月

昭和43年12月

昭和44年１月

昭和45年７月

昭和45年１月

昭和45年８月

昭和46年４月

昭和46年９月

昭和46年1０月

昭和46年12月

昭和53年２月

沖縄県の経済予測調査報告書

在沖米軍基地返還後の経済予測調査等調査報告

書

自立型経済の長期展望調査報告書

(平成14年度沖縄総合事務局委託調査）

(書評）

真栄城守定著『沖縄経済論-格差から個性へ』

ひるぎ社

比嘉堅箸『産業の構造と組織』近代文芸社

宮城辰男箸『地域活性化への戦略』ひるぎ社

ヨーゼフ・クライナー、清成忠男、矢田俊文編

『東アジア経済圏における九州・沖縄』ひるぎ社

真栄城守定・牧野浩隆・高良倉吉箸『沖縄の自

己検証一鼎談・「情念」から「論理」へ』ひる

ぎ社

大城保『地域分権・ネットワーク型社会経済』

沖縄教販

(評論・提言・主張）

ドル通貨体制と独自通貨の発行問題

金融ひっぱくの諸問題について

新しい工業基地「鹿島」

新春放談70年の経済を考える

琉球政府長期経済開発計画のレビュー

過疎化の波

円変動と沖縄への影響_その問題点と対策

再び通貨即時切り替えを主張する

地域開発への提言一過疎と過密

過疎化の影響

(財)ＮＩＡC(共著）

(財)NIAc(共著）

(株）沖縄計画研究所(共著）

琉球新報

沖縄タイムス

琉球新報

沖縄タイムス（23日夕刊）

琉球新報

沖縄タイムス（24日朝刊）

沖縄経営者協会『経営』

USCAR広報局出版部『今日の

琉球』所収

沖縄経営者協会『経営』所収

『琉銀ニュース』所収

沖縄経済開発研究所

今週の日本沖縄支局『サンデー

おきなわ』所収

琉球大学経済研究所（琉球新報

９月１３日～17日５回掲載)、沖

縄経営者協会『経営』同年９月

号へ転載(共著）

琉球大学経済研究所（沖縄タイ

ムス10月30日～11月３日間で4回

掲載）（共著）

琉球新報(７日、８日、１３日掲載）

『運輸と経済』第38巻第２号

｢沖縄開発と交通問題｣報告所収



－３０－

昭和54年６月

昭和58年３月

平成３年６月

平成４年９月

平成５年３月

平成９年11月

平成10年９月

平成10年12月

平成11年12月

平成13年３月

平成14年４月

平成14年６月

平成14年７月

平成14年７月

平成15年11月

平成16年９月

平成16年９月

本土からのレポートー過疎地域の実践例

巻頭言「｣情報創出力の問われる時代へ」

｢てえげぇ｣主義の功罪

海外レポートー遥かなるケンブリッジ

スタッフセミナーとコーヒータイム

２１世紀沖縄のグランドデザインを問う

仲宗根勇先生の退官に寄せて

稲嶺新県政への期待と課題

名護市長の普天間受け入れ表明に対するコメント

知念清憲先生の退官に寄せて

紙面批評「新報を読んで」

新沖縄振興計画の問題点

新振計策定後の課題

琉球大学アジア太平洋島椣研究センターについ

て

４条件は交渉カード

球大観光科学科設置計画

民意を実現するさまざまなオプションを検討せ

よ

琉球新報６月18日～55年３月3１

日まで（34回連載）

全国過疎地域振興連盟『過疎情

報』Nol35

琉球大学付属図書館報『びぶり

お』VOL､２１No.2所収

琉球大学広報委員会『なかゆく

い』ＮＯ９１，

トロピカルテクノセンター(TTC）

『南｣ぬ風(ふえ～ぬかじ)』No.４

琉球新報(11月14日）「沖縄経済

学会シンポに寄せて」（８）

琉球大学法文学部紀要『経済研

究』第56号（仲宗根勇教授退官

記念号）

沖縄タイムス（12月11日）

沖縄タイムス

琉球大学法文学部紀要『経済研

究」第61号(知念情意教授退官記

念号）

琉球新報朝刊１月～９月（月１

回）計６回掲載

沖縄経済学会、「沖縄振興シン

ポジウム開催に寄せて｣、琉球

新報「論壇」（６月８日）

琉球新報（７月１４日）「構築な

るか自立経済」（５）

建設業協会情報誌『しまたてい』

Ｎｏ２２

琉球新報(11月21日）「再論普天

間移設一知事受け入れから4年」

(３）

沖縄タイムス〈９月28日（上)、

９月29日（下）〉

沖縄タイムス（９月16日）



－３１－

平成17年８月

平成17年11月

平成18年１月

県独自の地域政策を

米軍再編中間報告識者評論

一周遅れのトップランナー

琉球新報「なるほど沖縄経済」

シリーズ(８月７日）

沖縄タイムス（11月18日）

沖縄経営者協会『経営』一月号

所収


